
○ 中小酪農等対策事業実施要領（平成31年４月26日付け中酪（業務）発第76号）新旧対照表 

（下線部は改正部分） 

1 

 

改正後 現 行 

中小酪農等対策事業実施要領 

 

 

［略］  

一部改正 令和８年５月12日付け８農畜機第960号承認 

一部改正 令和８年５月13日付け中酪（生振）発第78号 

 

我が国の酪農は、生産コストの増加や国内消費の減退による先行き不

安等から、酪農家戸数は１万戸を下回るまで減少し、生産基盤の弱体化が

進行している。このような中で、酪農家の生産意欲を喚起し、経営の多角

化・高度化を実現するためには、生産者団体や生産者集団等が行う地域の

創意工夫を生かした取組を支援する必要がある。  

このため、一般社団法人中央酪農会議（以下「中央酪農会議」という。）

は、生産者集団等が行う酪農経営基盤の維持及び飼養管理の改善を図る

ための取組に対し、酪農経営支援総合対策事業実施要綱（平成28年３月31

日付け27農畜機第5575号。以下「要綱」という。）に基づき、補助するこ

ととし、地域の実情に応じて生産者集団等が行う後継牛を確保するため

の取組、つなぎ牛舎の改良のための取組、育成牛の事故率を低減するため

の取組、乳用牛の供用期間の延長を支援するための取組、猛暑等にも対応

可能な繁殖・飼養・衛生管理技術の向上等のための取組、自給飼料の不作

に対する代替飼料の共同購入のための取組、永年草地の回復のための追

播に要する資材の共同購入のための取組等に対して支援することによ

り、もって酪農生産基盤の維持及び飼養管理の改善に資するものとする。 

 

中小酪農等対策事業実施要領 

 

 

［略］ 

 

 

 

我が国の酪農は、生産コストの増加や国内消費の減退による先行き不安等

から、酪農家戸数は１万戸を下回るまで減少し、生産基盤の弱体化が進行

している。このような中で、酪農家の生産意欲を喚起し、経営の多角化・

高度化を実現するためには、生産者団体や生産者集団等が行う地域の創意

工夫を生かした取組を支援する必要がある。 

このため、一般社団法人中央酪農会議（以下「中央酪農会議」という。）

は、生産者集団等が行う酪農経営基盤の維持及び飼養管理の改善を図るた

めの取組に対し、酪農経営支援総合対策事業実施要綱（平成28年３月31日

付け27農畜機第5575号。以下「要綱」という。）に基づき、補助すること

とし、地域の実情に応じて生産者集団等が行う後継牛を確保するための取

組、つなぎ牛舎の改良のための取組、育成牛の事故率を低減するための取

組、乳用牛の供用期間の延長を支援するための取組、猛暑等にも対応可能

な繁殖・飼養・衛生管理技術の向上等のための取組、自給飼料の不作に対

する代替飼料の共同購入のための取組等に対して支援することにより、も

って酪農生産基盤の維持及び飼養管理の改善に資するものとする。 

 

 



改正後 現 行 

〔以下、略〕 

 

第１ 事業の内容 

〔略〕 

１ 後継牛確保のための環境整備 

（１）・（２）〔略〕 

（３）飼養環境の改善 

乳用牛の衛生的で健康及び快適な飼養環境の確保のため、牛舎の

環境改善を行う場合の飼養管理資機材を共同購入し、又はリース会

社から借受け、酪農経営体等に対する支給又は貸付け 

（４）・（５）〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 永年草地の回復のための追播に要する資材の共同購入支援 

   冠水等の被害により生育不良になることが見込まれる永年草地に

おいて、回復のための追播等に要する種子、肥料、農薬、土壌改良剤

等の資材を共同購入し、被害を受けた酪農経営体等及びＴＭＲセンタ

ー等（以下「追播対象経営体等」という。）に対し資材を供給する取

組 

 

第２ 事業の実施 

１  事業の要件 

（１）生産者集団 

〔略〕 

ア 生産者集団の目的、名称、事務所の所在地、代表者及び構成員

〔以下、略〕 

 

第１ 事業の内容 

〔略〕 

１ 後継牛確保のための環境整備 

（１）・（２）〔略〕 

（３）飼養環境の改善 

乳用牛の衛生的で健康及び快適な飼養環境の確保のため、牛舎の

環境改善を行う場合の飼養管理資材を共同購入し、又はリース会社

から借受け、酪農経営体等に対する支給又は貸付け 

（４）・（５）〔略〕 

２・３ 〔略〕 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

第２ 事業の実施 

１  事業の要件 

（１）生産者集団 

〔略〕 

ア 生産者集団の目的、名称、事務所の所在地、代表者及び構成員



改正後 現 行 

（生産者集団等に属する酪農経営体等をいう。以下同じ。）に関

する事項 

イ～エ〔略〕 

（２）～（４）〔略〕 

（５）自給作物の不作に対する代替飼料の共同購入 

ア〔略〕 

イ 補助対象となる代替飼料は、国産又は輸入された乾牧草、牧草

サイレージ、デントコーンサイレージ、稲わら等、原料の重量又

は可消化養分総量（以下「ＴＤＮ」という。）の過半が粗飼料原

料である混合飼料（以下「ＴＭＲ」という。）、輸入乾牧草、ビー

トパルプ、とうもろこし（子実部分）及びその他独立行政法人農

畜産業振興機構理事長（以下「機構理事長」という。）が適当と

認めたものとする。 

   ウ～オ〔略〕 

（６）永年草地の回復のための追播に要する資材の共同購入 

第１の４の事業において対象となる農地は、市町村が都道府県に

対し冠水等の被害があった旨を報告した永年草地とし、被害を受け

た追播対象経営体等ごとに被害面積について市町村からの証明を

受けたもの、かつ、次の要件のいずれかに該当するものとする。 

   ア 冠水等の被害を受けた永年草地が１０ha以上ある市町村 

   イ 冠水等の被害を受けた酪農経営体等が５戸以上ある市町村 

   ウ ア又はイに該当する市町村があり、それとは別の同一都道府

県内の市町村であって、同時期に冠水等の被害を受けた永年草

地がある市町村（ただし、都道府県が同時期の被害であること

に関する事項 

 

イ～エ〔略〕 

（２）～（４）〔略〕 

（５）自給作物の不作に対する代替飼料の共同購入 

ア〔略〕 

イ 補助対象となる代替飼料は、国産又は輸入された乾牧草、牧草

サイレージ、デントコーンサイレージ、稲わら等、原料の重量又

は可消化養分総量（以下「ＴＤＮ」という。）の過半が粗飼料原

料である混合飼料（以下「ＴＭＲ」という。）、輸入乾牧草、ビー

トパルプ、とうもろこし（子実部分）及びその他理事長が適当と

認めたものとする。 

 

ウ～オ〔略〕 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 現 行 

を認める場合に限る。） 

２ 取得物件の管理等 

〔略〕 

 （１）～（３）〔略〕 

（４）生産者集団等は、取得物件を構成員が管理利用する場合にあって

は、貸付けを行うものとし、構成員との間で貸付契約を締結するも

のとする。ただし、取得物件が 50万円未満のものである場合は、

この限りではない。 

 

（５）〔略〕 

３・４〔略〕 

５ 事業の実施期間 

  この事業の実施期間は、令和８年度とする。 

 ６ みどりの食料システム戦略による環境負荷低減に向けた取組強化 

（１）この事業に参加しようとする生産者集団等の酪農経営体等及び追

播対象経営体等は、「補助事業及び物品・役務の調達（委託事業を

含む）における環境配慮のチェック・要件化（みどりチェック）の

試行実施について」（令和７年１２月２６日付け７環バ第３５５号

農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課長通知。以下「環境バイ

オマス政策課長通知」という。）に基づき、要望調査時に当該通知

別添１の「みどりチェック」 チェックシートに記載された各取組

について、事業実施期間中に実施する旨をチェックした上で生産者

集団等に提出するものとする。 

 

２ 取得物件の管理等 

〔略〕 

（１）～（３）〔略〕 

（４）生産者集団等は、取得物件を構成員（生産者集団等に属する酪農

経営体等をいう。以下同じ。）が管理利用する場合にあっては、貸

付けを行うものとし、構成員との間で貸付契約を締結するものとす

る。ただし、取得物件が 50万円未満のものである場合は、この限

りではない。 

（５）〔略〕 

３・４〔略〕 

５ 事業の実施期間 

  この事業の実施期間は、令和７年度とする。 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 現 行 

   また、実績報告時には、当該「みどりチェック」 チェックシー

トに記載された各取組について、事業実施期間中に実施したか否か

をチェックし、これを生産者集団等に提出するものとする。 

（２）生産者集団等は、全ての酪農経営体等及び追播対象経営体等から

当該「みどりチェック」チェックシートを収集し、その一覧を交付

申請時、変更承認申請時及び実績報告時に一般社団法人中央酪農会

議会長（以下、会長という。）へ提出するものとする。一覧には、

酪農経営体等及び追播対象経営体等の氏名又は名称及び住所又は

所在地（都道府県）の情報を含めることとする。 

（３）生産者集団等は、環境バイオマス政策課長通知に基づき、要望調

査時に当該通知別添１の「みどりチェック」チェックシートに記載

された各取組について、事業実施期間中に実施する旨をチェックし

た上で、会長に提出するものとする。 

   また、実績報告時には、当該「みどりチェック」 チェックシー

トに記載された各取組について、事業実施期間中に実施したか否か

をチェックし、これを会長に提出するものとする。 

７ 生産者集団等は、継続的な効果の発現及び経営の安定を図る観点か

ら、第１の１の事業に参加する酪農経営体等へ、農業保険法（昭和２

２年法律第１８５号）に基づく家畜共済への積極的な加入を促すもの

とする。 

８ 生産者集団は、配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するた

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 現 行 

め、この事業に参加しようとする酪農経営体等及び追播対象経営体等

が、次に掲げる要件のいずれかを満たしている者であることを確認す

るものとする。 

（１）令和８年度に、配合飼料価格安定基金（配合飼料価格安定対策事

業補助金交付等要綱（昭和５０年２月１３日付け５０畜Ｂ第３０３

号農林事務次官依命通知）第２の（１）に定める配合飼料価格安定

基金をいう。）が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡

に関する基本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行わ

れる数量契約（以下この８において「契約」という。）の締結をし

ている者であること。 

（２）令和７年度及び令和８年度のいずれも契約を締結していない者で

あること。 

（３）令和７年度に契約を締結していたが、自給飼料への転換等の合理

的な理由により、令和８年度に契約を締結していない者であるこ

と。 

９ 生乳需給安定クロスコンプライアンスの適用について 

（１）この事業により第１の１、２及び３の事業に参加する酪農経営

体等並びに第１の４の事業に参加する追播対象経営体等のうち酪

農経営体（沖縄県又は伊豆諸島でのみ乳用牛を飼養する者は除

く。以下、本項において同じ。）は、「生乳需給安定クロスコンプ

ライアンスの運用等について」（令和７年２月２８日付６畜産第３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 現 行 

１０９号農林水産省畜産局長通知。以下「生乳需給安定通知」と

いう。）の第４の（２）に定める要件を満たすものとする。 

（２）生産者集団等は、生乳需給安定通知の第４の（３）から（５）ま

でに定めるところにより、要件の確認等を行うものとする。この際、

生産者集団等はこの事業の受益者となる全ての酪農経営体等から

当該チェックシートを収集し保管するとともに、一覧にまとめ、会

長に提出するものとする。 

第３ 事業の推進指導 

１ 〔略〕 

〔削る。〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 事業の推進指導 

 １ 〔略〕 

２ この事業に参加しようとする生産者集団等の構成員は、「補助事業

及び物品・役務の調達（委託事業を含む）における環境負荷低減のク

ロスコンプライアンスの試行実施について」（令和６年１２月２０日

付け６環バ第２７８号農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課長

通知。以下「環境バイオマス政策課長通知」という。）に基づき、要

望調査時に当該通知別添の「環境負荷低減のクロスコンプライアンス

チェックシート（畜産経営体向け）」に記載された各取組について、

事業実施期間中に実施する旨をチェックした上で、当該チェックシー

トを生産者集団等に提出するものとする。 

 また実績報告時には、当該チェックシートに記載された各取組につ

いて、事業実施期間中に実施したか否かをチェックし、当該チェック

シートを生産者集団等に提出するものとする。 

３ 生産者集団等は、全ての構成員から提出された当該チェックシート

を収集し、その一覧を会長に提出するものとする。一覧には、酪農経

営体等の氏名又は名称及び住所（都道府県）の情報を含めることとす



改正後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

４ 生産者集団等は、環境バイオマス政策課長通知に基づき、交付申請

時に当該通知別添の「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェッ

クシート（民間事業者・自治体等向け）」に記載された各取組につい

て事業実施期間中に実施する旨をチェックした上で、当該チェックシ

ートを会長に提出するものとする。 

また、実績報告時には、当該チェックシートに記載された各取組に

ついて、事業実施期間中に実施したか否かをチェックし、当該チェッ

クシートを会長に提出するものとする。 

 ５ 〔略〕 

６ 生産者集団等は、配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保する

ため、この事業に参加しようとする構成員が、次に掲げる要件のいず

れかを満たしている者であることを確認するものとする。 

（１）令和７年度に、配合飼料価格安定基金（配合飼料価格安定対策事

業補助金交付等要綱（昭和50年２月13日付け50畜Ｂ第303号農林事

務次官依命通知）第２の（１）に定める配合飼料価格安定基金をい

う。）が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡に関する

基本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行われる数量

契約（以下この項において「契約」という。）の締結をしている者

であること。 

（２）令和６年度及び令和７年度のいずれも契約を締結していない者で

あること。 

（３）令和６年度に契約を締結していたが、自給飼料への転換等の合理

的な理由により、令和７年度に契約を締結していない者であるこ



改正後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 生産者集団等は、第１の４の事業を実施する場合には、補助金交付

申請を会長に提出するに当たり、あらかじめ事業実施計画について都

道府県への確認を行うものとする。 

第４～第６〔略〕 

と。 

 ７ 生乳需給安定クロスコンプライアンスの適用について 

（１）生産者集団等は、この事業の受益者となる生産者集団等の構成員

（沖縄県又は伊豆諸島は除く。）は、「生乳需給安定クロスコンプラ

イアンスの運用等について」（令和７年２月２８日付６畜産第３１

０９号農林水産省畜産局長通知）第２に定める認定生乳需給安定化

事業に対し、当該事業を行う運営団体等が定める単価・数量等の基

準、拠出方法等に従い、当該構成員が令和７年４月から拠出金を納

付すること、並びに農林水産省及び生乳需給安定クロスコンプライ

アンスの補助対象事業の実施に携わる団体・事業者が（２）により

提出を受けた情報を生乳需給安定クロスコンプライアンスの実施

に必要な範囲で利用することについて、別紙様式第２号の別添「生

乳需給安定クロスコンプライアンスに係るチェックシート」により

同意することを要件とするものとする。 

（２）生産者集団等は、この事業の受益者となる全ての生産者集団等の構

成員から当該チェックシートを収集し、（１）の要件を満たしている

ことを確認するとともに当該チェックシートを保管するものとする。

また、要件を満たす者から提出を受けたチェックシートの内容を一覧

にまとめ、会長に提出するものとする。 

 

〔新設〕 

 

 

第４～第６〔略〕 



改正後 現 行 

第７ 取得財産の貸付け等の取扱い 

 １～３〔略〕 

 ４ 生産者集団等は、３の規定により取得財産又はリース物件を譲渡し

ようとする場合は、会長を通じてあらかじめ機構理事長の承認を受け

るものとする。 

 

附 則（令和８年５月13日付け中酪（生振）発第78号） 

 １ この要領は、機構理事長の承認のあった日から施行し、令和８年４

月１日から適用する。 

 ２ 令和７年度までに終了した事業については、この要領による改正前

の規定は、なお効力を有するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 取得財産の貸付け等の取扱い 

１～３〔略〕 

４ 生産者集団等は、３の規定により取得財産又はリース物件を譲渡し

ようとする場合は、会長を通じてあらかじめ独立行政法人農畜産業振

興機構理事長（以下「機構理事長」という。）の承認を受けるものと

する。 

〔新設〕 

 



改正後 現 行 

別表  

事業の種類 補助対象経費 補助率又は額 

１ 後継牛確保

のための環境

整備 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ 〔略〕 

 

４ 永年草地の

回復のための

追播に要する

資材の共同購

入 

（１）・（２）〔略〕 

 

（３）飼養環境の改善 

畜舎の環境改善を行う

場合の飼養管理資機材の

共同購入又はリース会社

からの借受けに要する経

費 

 

（４）・（５）〔略〕 

 

 

追播に要する種子、肥料、農

薬、土壌改良剤等の資材を共

同購入し、被害を受けた追播

対象経営体等に対し供給する

取組 

〔略〕 

 

１/２以内（リ

ース会社から借

受ける場合は基

本貸付料の１/２

以内） 

 

 

 

 

 

１/２以内（た

だし、対象農地１

ヘクタール当た

り95千円以内） 

 

 

別紙様式第１号 〔略〕 

 

別紙様式第２号 

令和  年度中小酪農等対策事業補助金交付申請書 

別表 〔略〕 

事業の種類 補助対象経費 補助率又は額 

１ 後継牛確

保のための

環境整備 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ 〔略〕 

 

〔新設〕 

（１）・（２）〔略〕 

 

（３）飼養環境の改善 

畜舎の環境改善を行

う場合の飼養管理資材

の共同購入又はリース

会社からの借受けに要

する経費 

 

（４）・（５）〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔略〕 

 

１/２以内（リース会

社から借受ける場合は

基本貸付料の１/２以

内） 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第１号 〔略〕 

 

別紙様式第２号 

令和  年度中小酪農等対策事業補助金交付申請書 



改正後 現 行 

〔略〕 

 

記 

 

１・２〔略〕 

３ 事業に要する経費及び負担区分 

区分 

事業

費 

①＝ 

②＋

③ 

負担区分 

備

考 

補助

金 

② 

その

他 

③ 

１ 後継牛確保のための環境整備 

（１） 後継牛確保対策の推進 

（２）つなぎ牛舎の改良 

（３）飼養環境の改善 

（４）暑熱対策の推進 

（５）供用期間の延長支援 

２ 乳用育成牛の事故率の低減 

３ 自給飼料の不作に対する代替飼料の共同

購入 

４ 永年草地の回復のための追播に要する資

材の共同購入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計     

 

〔略〕 

 

記 

 

１～２ 〔略〕 

３ 事業に要する経費及び負担区分 

区分 

事業

費 

①＝ 

②＋

③ 

負担区分 

備

考 

補助

金 

② 

その

他 

③ 

１ 後継牛確保のための環境整備 

（２） 後継牛確保対策の推進 

（２）つなぎ牛舎の改良 

（３）飼養環境の改善 

（４）暑熱対策の推進 

（５）供用期間の延長支援 

２ 乳用育成牛の事故率の低減 

３ 自給飼料の不作に対する代替飼料の共同

購入 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計     

 



改正後 現 行 

４ 〔略〕 

５ 添付書類 

（１）・（２） 〔略〕 

（３）酪農経営体等及び追播対象経営体等の「みどりチェック」チェック

シートの一覧 

（４）生産者集団等の「みどりチェック」チェックシート 

 

（５）生乳需給安定クロスコンプライアンスのチェックシートの一覧 

 

（注１・２）〔略〕 

中小酪農等対策事業 実施計画 

別紙様式第２号の別紙１～別紙様式第２号の別紙７〔略〕 

別紙様式第２号の別紙８ 

 

永年草地の回復のための追播に要する資材の共同購入 

 

 

１ 追播等に要する資材の共同購入の支援 

 ア 被害を受けた構成員の概要 

追播対象経

営体等名 

永年草地の

所在地 

被災の要因 災害発生年

月日 

被害面積

（ha） 

     

     

４ 〔略〕 

５ 添付書類 

（１）・（２） 〔略〕 

（３）この事業に参加しようとする生産者集団等の構成員の環境負荷低減

のクロスコンプライアンスチェックシート（酪農経営体等）の一覧 

（４）生産者集団等の環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシ

ート（民間事業者・自治体等向け） 

（５）生乳需給安定クロスコンプライアンスのチェックシート（構成員は

別添により生産者集団等に提出する）の一覧 

（注１・２）〔略〕 

中小酪農等対策事業 実施計画 

別紙様式第２号の別紙１～別紙様式第２号の別紙７〔略〕 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 現 行 

     

合計     

（注）追播対象経営体等ごとに被害面積について、別紙「永年草地被害状

況確認書（令和  年産）」により市町村からの証明を受けること。 

 

 

 イ 追播等に要する資材の共同購入 

追

播

対

象

経

営

体

等

名 

実施

面積 

（ha

） 

資

材 

購

入

数

量 

単価 事業

費

（円

） 

負担区分 備考 

補助金

（円） 

その他

（円） 

         

         

合

計 

        

（注１）実施面積は被害面積以内とすること。 

（注２）資材欄には、種子、肥料、土壌改良剤等の別が分かるよう記載す

ること。また備考欄に商品名等（種子の場合には草種、品種等）及び購入

数量の積算根拠を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 現 行 

別紙様式第２号の別紙８の別紙 

 

 

永年草地被害状況確認書（令和  年産） 

 

 

年 月 日 

 

 

市町村   

役 職  氏名   

 

 

中小酪農等対策事業のうち永年草地の回復のための追播に要する資材

の共同購入支援において、下記の生産者集団等における追播対象経営体等

の永年草地の被災面積については以下のとおりであることを証明します。 

 

１ 生産者集団等の名称 

 

 

２ 被災の要因（災害名、災害発生年月日） 

 

 

３ 被災した永年草地 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 現 行 

追播対象経営体等

名 

永年草地の所在地 被害面積（ha） 

   

   

   

 

 

〔削る。〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添「生乳需給安定クロスコンプライアンスに係るチェックシート」 

 

１ 申請者（酪農経営体）の情報 

ア 申請年月日  

イ 申請する補助事業名  

ウ 個体識別情報システムの農家コード 

（複数牧場がある場合は「、」で区切り全て記

載） 

 

エ 申請者名（法人の場合は法人名を記載） 

 

 

オ 代表者の役職・氏名 

（上記と同様の場合は省略可）  

 

カ 郵便番号  

キ 住所 

（複数牧場がある場合には、代表の住所を記載） 

 

ク 経産牛飼養頭数（令和  年  月末）          

頭 

 



改正後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケ 補助事業申請月の３か月前の全生乳出荷量 

（令和  年  月分） 

       

kg 

２ 生産した生乳の取引先 

コ □ 指定生乳生産者団体に全量又は一部を取引 

サ □ 指定生乳生産者団体以外の事業者に全量又は一部を取引 

「サ」にチェックした方は出荷先事業者名を回答ください。 

 （複数ある場合は「、」で区切って全て記載してください） 

シ （記入欄） 

 

ス □ 自家加工等※に全量又は一部を使用 

※自家加工又は地域の六次産業化の取組、子牛哺育を指し、使用量は取引

乳量には含めません。 

３ 確認事項（チェックボックスにチェックしてください。） 

セ □ 次に掲げる酪農関係補助事業又はこれらと類似の補助事業が継

続して措置された場合は、令和７年１２月以降、当該補助事業への申請

を行う際に、「生乳需給安定クロスコンプライアンスの運用について」

（令和７年２月２８日付け６畜第３１０９号農林水産省畜産局長通知。

以下「局長通知」という。）第４の規定に基づき、自らの全出荷乳量（複

数の出荷先がある場合には全ての出荷先への出荷乳量の合計。自家消費

等は除く。）に応じた拠出金を、局長通知第２の（３）に定める認定生

乳需給安定化事業に、当該事業の運営団体等が定める単価や拠出方法等

に従い、補助事業の申請を行う月の前々月までの１２か月間※分を納付

していることが要件となることを理解し、令和７年４月の生乳出荷分か

ら拠出金の納付を行います。 



改正後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第３・４号〔略〕 

別紙様式第５号 

 

※ 令和８年１０月までに申請を行う場合には、令和７年１０月以降、申

請を行う月の前々月までの期間 

 

・国産牛乳乳製品需要拡大・競争力強化対策事業のうち国産チーズ生産

奨励等事業 

・バター・脱脂粉乳需給不均衡及び生乳流通改善緊急事業のうち生乳流

通改善緊急事業 

・バター・脱脂粉乳需給不均衡及び生乳流通改善緊急事業のうちバタ

ー・脱脂粉乳需給不均衡改善緊急事業 

・酪農経営支援総合対策事業のうち中小酪農等対策事業 

・乳用牛長命連産性等向上緊急支援事業 

・酪農経営支援総合対策事業のうち酪農労働省力化対策事業（楽酪ＧＯ

事業） 

・畜産・酪農収益性強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業） 

・ＩＣＴ化等機械装置等導入事業（畜産ＩＣＴ事業） 

ソ □ 農林水産省及び生乳需給安定クロスコンプライアンスの対象補

助事業の実施に携わる団体・事業者が、 

① 本チェックシートで申告された情報を取得すること 

② 生乳需給安定クロスコンプライアンスの実施に必要な範囲で利用す

ることに同意します。 

 

別紙様式第３・４号〔略〕 

別紙様式第５号 

 



改正後 現 行 

令和  年度酪農経営支援総合対策事業（中小酪農等対策事業）

補助金交付変更承認申請書 

 

〔略〕 

記 

１・２〔略〕 

３ 事業に要した経費及び負担区分 

区    分 

事業費 

①= 

②＋③ 

負 担 区 分 
備 

考 補助金 

② 

その他 

③ 

１ 後継牛確保のための環境整備 

（１） 後継牛確保対策の推進 

（２）つなぎ牛舎の改良 

（３）飼養環境の改善 

（４）暑熱対策の推進 

（５）供用期間の延長支援 

２ 乳用育成牛の事故率の低減 

３ 自給飼料の不作に対する代替飼料

の共同購入 

４ 永年草地の回復のための追播に要

する資材の共同購入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計     

 

４～６〔略〕 

令和  年度酪農経営支援総合対策事業（中小酪農等対策事業）

補助金交付変更承認申請書 

 

〔略〕 

記 

１・２〔略〕 

３ 事業に要した経費及び負担区分 

区    分 

事業費 

①= 

②＋③ 

負 担 区 分 
備 

考 補助金 

② 

その他 

③ 

１ 後継牛確保のための環境整備 

（２） 後継牛確保対策の推進 

（２）つなぎ牛舎の改良 

（３）飼養環境の改善 

（４）暑熱対策の推進 

（５）供用期間の延長支援 

２ 乳用育成牛の事故率の低減 

３ 自給飼料の不作に対する代替飼料

の共同購入 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計     

 

４～６〔略〕 



改正後 現 行 

７ 添付資料 

（１）酪農経営体等及び追播対象経営体等の「みどりチェック」

チェックシートの一覧 

（２）生産者集団等の「みどりチェック」チェックシート 

 

別紙様式第５号の別紙１  後継牛確保対策の推進 

別紙様式第５号の別紙２  つなぎ牛舎の改良 

別紙様式第５号の別紙３  飼養環境の改善 

別紙様式第５号の別紙４  暑熱対策の推進 

別紙様式第５号の別紙５  供用期間の延長支援 

別紙様式第５号の別紙６  乳用育成牛の事故率の低減 

別紙様式第５号の別紙７  自給飼料の不作に対する代替飼料の共同 

購入 

別紙様式第５号の別紙８  永年草地の回復のための追播に要する資 

材の共同購入 

（注１・２）〔略〕 

 

別紙様式第５号の別紙１、別紙２、別紙３及び別紙４の別紙 〔略〕 

 

別添 リース取組整理表〔略〕 

 

別紙様式第６号・第７号 〔略〕 

７ 添付資料 

（１）環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート

（酪農経営体等）の一覧 

（２）生産者集団等の環境負荷低減のクロスコンプライアンスチ

ェックシート（民間事業者・自治体等向け） 

別紙様式第５号の別紙１  後継牛確保対策の推進 

別紙様式第５号の別紙２  つなぎ牛舎の改良 

別紙様式第５号の別紙３  飼養環境の改善 

別紙様式第５号の別紙４  暑熱対策の推進 

別紙様式第５号の別紙５  供用期間の延長支援 

別紙様式第５号の別紙６  乳用育成牛の事故率の低減 

別紙様式第５号の別紙７  自給飼料の不作に対する代替飼料の共同 

購入 

〔新設〕 

 

（注１・２）〔略〕 

 

別紙様式第５号の別紙１、別紙２、別紙３及び別紙４の別紙 〔略〕 

 

別添 リース取組整理表〔略〕 

 

別紙様式第６号・第７号 〔略〕 

 


